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A.研究目的 

本研究では妊婦健診でHTLV-1 キャリア妊婦

から生まれた児を対象に、乳汁栄養法別の母子感

染率を検証するとともに、これら乳汁栄養法が

児の健康状態や母子関係に及ぼす影響を調査す

る。また、キャリア妊婦から出生した児のフォロ

ーアップ体制を確立していくことも重要である。

最終的にはHTLV-1 母子感染率を低下させるこ

とが目的である。これによって、HTLV-1 感染に

より発症するATL (adult T-cell leukemia)や

HAM (HTLV-1 associated myelopathy)などの

重篤な疾患を減少させることが期待できる。 

 この分担研究においては、宮崎県での HTLV-1

抗体検査の実態と、児の乳汁栄養管理・フォロー

アップの現状を把握することを目的とする。 

 

B.研究方法 

 平成 24 年 3 月から、当院および県内産科施設

で確認された HTLV-1 キャリア妊婦に同意を得

て登録し、また出生児については、宮崎大学小児

科でフォローアップを行うこととした。すべての

情報は宮崎大学産婦人科に集約した。倫理面への

配慮としては、厚生労働科学研究のコホート研究

の一環として、宮崎県内の研究登録に際し、宮崎

大学医学部「医の倫理委員会」に期間延長を申請

し承認を得た。 

 また、宮崎県内の産科施設に対して、抗体陽性

妊婦および出生児の実態を把握するため、アンケ

ート調査を行った。 

 

C.研究結果 

１）研究登録症例（表１） 

 平成 24年 3月以降、当院で登録された HTLV-1

抗体陽性妊婦総数は 14 名であり、Western Blot

法陽性 9 名、判定保留 3 名であった。WB 法判定

保留の１名は PCR 法陽性、2 名は陰性であった。 

 4 名は他院で分娩し、10名は当院で妊婦健診お

よび分娩・産褥管理を行った。出生児は、１名が

在胎 33週の早産児、他の 13 例は正期産児であっ

た。低出生体重児 2名（早産児を含む）、出生後

低血糖１名、染色体異常症１名の計４名が NICU

での入院管理を要した。 

 8 名は完全人工乳を選択し、短期母乳 4名、PCR

陰性の 2名は母乳栄養を選択した。 

研究要旨 

 宮崎県内の産科施設と当院小児科へ協力を依頼して、HTLV-1 キャリア妊婦の紹介と児のフォロ

ーを行っている。さらに産科施設へのアンケート調査を行い、宮崎県内の HTLV-1 キャリア母体

のスクリーニング体制、乳汁栄養方法の選択および児のフォロー状況を調査した。 
 平成 24 年 3 月〜平成 28 年 12 月に当院で HTLV-1 キャリア妊婦 14 名から協力が得られた。4

名は他院で分娩、10 名は妊婦健診〜分娩まで当院で行った。このうち WB 法陽性 11 名、WB 法

判定保留 3 名（PCR 法陽性１名、陰性 2 名）であった。乳汁栄養の選択は、短期母乳 4 名、人工

乳 8 名、母乳 2 名（PCR 陰性妊婦）であった。児 14 名は、33 週の早産１例以外は全て正期産児

であり、小児科でのフォローが行われた。３歳時の抗体検査は 3 名に施行され、2 名陰性、1 名は

陽性であった。 
 アンケート調査については、昨年より WB 法未施行例が減少し、スクリーニング及び確定検査

までの産科医の認識不足は改善されてきた。今後の問題は児のフォロー体制確立である。 



 

 出生した児 14 名は小児科でフォローアップさ

れている。3 名は 3 歳時の HTLV-1 抗体検査を受

け、2例は陰性であったが、人工乳を選択した１

名が陽性と判明した。近医小児科でフォローされ

た１名は 3歳時の抗体検査が施行されていない。 

 

２）アンケート調査（図１、表２、３） 

 県内産婦人科施設へアンケート調査を行った。

「各施設における HTLV-1 抗体陽性妊婦数」、「WB

法、PCR 法の検査の有無」、「乳汁栄養選択および

児のフォローについて」を調査項目とした（資料

１）。分娩取り扱い医療機関 33 施設中 28 施設

（85%）から回答が得られた。 

 総分娩数 7,989 例のうち、HTLV-1 抗体スクリ

ーニング陽性は 60 例（0.75%）あった。このうち

WB 法を施行されたのは 40例であった。施行しな

かった 20例は、すべて前回妊娠時に WB 法陽性で

あったため、今回の妊娠で省略されたものであっ

た。WB 法を施行された 40 例中、陽性 33 例、陰

性 4例、判定保留 3例であった。判定保留 3例は

すべて PCR が施行され、陰性であった。WB 法陽

性者 33 例と WB 法未施行者 20 例をあわせた 53

名を陽性とすると、本県の HTLV-1 キャリア妊婦

の割合は 0.65%となり、依然として全国平均とさ

れる 0.14〜0.3%と比較すると高率である。 

 乳汁栄養方法について回答があった 53例（延

べ 54 例）では、人工乳 41例（77%）、短期母乳 8

例（15%）、冷凍母乳 1 例、母乳 3例であった。WB

判定保留で PCR 陰性 3名は、母乳栄養を選択した

ことが推測された。冷凍母乳のケースは、NICU

に入院し注入を要した児であり、短期母乳を選択

した母親がこの期間のみ冷凍母乳としたもので

あった。 

 児のフォローについて回答があった 52例のう

ち、産科施設から特に指導なしは 14例（27%）で

最多であり、昨年の調査より増加した。小児科へ

紹介されたのは 8例（15%）であった。成長した

段階で小児科受診をするよう母親へ指導したの

は 30 例（57%）であった。 

 

D.考察 

 宮崎大学医学部「医の倫理委員会」で承認を受

けた研究計画をもとに、平成 24 年から県内産婦

人科施設へ、研究協力（キャリア妊婦の紹介）を

依頼してきたが、これまで HTLV-1 キャリア妊婦

は、ローリスク妊娠として１次施設で分娩してき

た歴史があり、本県の交通事情の悪さも加えて、

当院への紹介は依然として困難である。キャリア

妊婦から出生した児のフォローアップは、自宅近

くの１次または２次施設の小児科が受け皿とな

るような体制の整備が必要である。 

 宮崎県 HTLV-1 母子感染対策協議会では、本

県では HTLV-1 抗体スクリーニング検査の実施

率は 99%以上でできている。確定検査としての

WB 法も行われており、アンケート調査を通じて

一定の成果が得られた。ただし、アンケート調査

から、里帰り分娩において、前医での HTLV-1

抗体検査が行われていなかったケースの検査漏

れが３例あった。本県ではすべての自治体の補助

券で、妊娠初期に抗体検査が行われていることか

ら生じたものと推測される。分娩施設での抗体検

査の有無の再確認をすることが大切である。 

 

E.結論 

 宮崎県の HTLV-1 母子感染対策協議会資料から

は、本県妊婦の HTLV-1 抗体検査は、例年 99%以

上に施行されており、スクリーニング体制は確立

されている。今回のアンケート調査から、確定検

査である WB 法も着実に施行されてきていること

が分かった。アンケート調査や講演会など、産婦

人科医療機関へ啓蒙活動の成果と思われる。 

 出生した児のフォローアップ体制は、まだ充分

整えられていない。児のフォローアップの必要性

について、小児科や内科の医師の認識には差があ

り、産科施設から小児科への紹介をどのようにす

るか、統一した見解が得られていないのが実情で

ある。県の母子感染対策事業や県産婦人科医会、

小児科医会との連携と意思の統一を図り、フォロ

ーアップ体制を確立していくことが必要である。 
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